
西 宮 市 結 核 予 防 費 補 助 金 交 付 要 綱 
 
 

(目的) 
第１条 市は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 

号。以下「法」という。）に基づく結核の定期の健康診断を実施する学校及び施設（国､都道府

県及び市町村の設置する学校又は施設を除く。）の設置者（以下｢補助事業者｣という。）に対し、

西宮市結核予防費補助金を交付するものとする。 
交付については、西宮市補助金等の取扱いに関する規則（昭和 58 年規則 81 号。以下「規則」

という。）及びこの交付要綱の定めるところによる。 
 

（補助の対象） 
第２条 補助金の対象となる事業は、法第５３条の２第１項の規定により学校及び施設の長が行

う結核の定期の健康診断事業とする。 
 

（交付額の算定方法） 
第３条 交付額は、予算の範囲内において、前条の補助対象事業について次に掲げる額を比 

較して、最も少ない方の額に３分の２を乗じて得た額とする。 
（１）補助金交付基準により算定した額 

補助金交付基準額は、「感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱」に定める別表

（健康診断（結核に限る）、管理検診単価表）に基づき算定するものとし、同別表に定める

事項の区分ごとの延数に当該事項の単価を乗じて得た額の合計額とする。 
（２）補助対象経費の実支出額 
  補助対象経費は、補助対象事業に必要な報酬、職員手当（特殊勤務手当）、賃金、報償費、 

旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、修繕料、医薬材料費、光熱水費）、 
役務費（電話・回線使用料、郵便料、手数料等）、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、 
備品購入費、公課費とする。 

（３）総事業費から寄附金その他収入額を控除した額 
 

（補助の条件） 
第４条 補助事業者は、事業実施に当たり、次の条件を遵守しなければならない。 
 （１）補助金は、その目的以外に使用してはならないこと。 

（２）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更し、又は補助事業を中止し、若

しくは廃止しようとする場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。 
（３）補助事業が、予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 
 

（交付の申請） 
第５条 補助事業者は、西宮市結核予防費補助金交付申請書（様式第１号）を当該年度９月３０

日までに市長に提出しなければならない。 
 

（交付の変更申請） 
第６条 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を行

う場合、補助事業者は西宮市結核予防費補助金変更交付申請書（様式第２号）を毎年１２月２

８日までに市長に提出しなければならない。ただし、不測の事由により、内容を変更する場合

はこの限りではない。 
 
 

（交付の決定及び通知） 
第７条 西宮市長は補助金の交付の適否を決定し、その旨を補助金交付決定通知書により通知す

る。 
（１）第５条による申請を受理した時は、毎年１２月末日までに交付の決定を行い、補助事業

者に対し補助金通知書により速やかに交付決定の通知を行う。 



（２）第６条による申請を受理した時は、毎年２月１５日までに交付の決定を行い、補助事業

者に対し変更交付決定通知書により速やかに交付決定の通知を行う。 
 

（交付申請の取下げ） 
第８条 補助金の交付を申請した補助事業者は、交付決定の通知を受け取った日から起算して 10 

日以内に取り下げることができる。 
 

（帳簿等の整備及び保存） 
第９条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに収入及び支出を証する 

書類を整備し、補助事業完了後５年間保管しなければならない。 
 

（状況報告及び調査等） 
第 10 条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を図るため、必要があると認めるときは、補助

事業の遂行の状況または過去の実績等について、補助事業者に報告させ、または当該職員に現

地調査を行わせることができる。 
 

（実績報告） 
第 11 条 補助事業者は、西宮市結核予防費補助金事業実績報告書（様式第３号）を補助金の交付 

決定に係る当該年度の２月１５日までに市長に提出しなければならない。 
 
（補助金の額の確定） 
第 12 条 西宮市長は交付すべき補助金の額を確定した後、原則として申請（変更申請を含む。）

の提出のあった当該年度の３月１日にその旨を補助金交付確定通知書により通知する。 
 

（交付の請求） 
第 13 条 補助金は規則第１５条の規定による補助金の額の確定後交付するものとし、補助金の額

の確定通知を受け取った日以後適宜定める日までに西宮市結核予防費補助金請求書（様式第４

号）を西宮市長に対して提出しなければならない。 
 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度分の補助金から適用する。  
２ この要綱は、西宮市補助金制度に関する指針に基づき、３年以内ごとに見直しを行うものと

する。 
 

付 則 
この要綱は、平成２６年４月２５日から施行する。 

 

付 則 
この要綱は、平成２８年４月２２日から実施し、平成２８年度分の補助金から適用する。 
 

付 則 
この要綱は、平成２９年４月１４日から実施し、平成２９年度分の補助金から適用する。 


